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１ これまでの経過(札幌市からの情報提供）

年 月 内 容

２０１８．９

◇ＩＯＣとの協議
震災状況を踏まえた札幌招致に係る協議の結果、２０２６年大会の招致
活動の終了と２０３０年大会に向けた対話を継続

◇ＪＯＣ
札幌の２０３０年大会の招致への全面的な協力

◇札幌市
震災からの復興の際は、ＩＯＣ・ＪＯＣの支援を受けながら２０３０年大会に
向けた取組を進めていきたい。

２０１８．１０
◇ＩＯＣ会長
そり競技会場は新設不要。五輪そり会場の新設は北京２０２２大会が最後
になる。

２０１９．６

◇ＩＯＣ総会
２０２６年大会開催地が、ミラノ／コルティナダンペッツォに決定

◇オリンピック憲章の改正
➣恒常的で継続した対話を行い、地域の機会、状況、必要性に応じた
適切で柔軟な時期に開催地を選定する。（原則７年前の開催地選定
時期の規定を削除）
➣開催地は単一都市に限られず、多都市／地域／国とすることができる。
➣夏季・冬季別に設置される「将来開催地委員会」が将来の大会におけ
る都市等の関心状況をＩＯＣ理事会に報告・提言する。

２
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可能性も有り。
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１ ２０３０年冬季オリンピック大会に向けてスパイラルを使用可能とする方法
(１) 条例との整合を図る必要性あり
・現条例の改廃を行わずに使用することの検討
・２０３０年大会に向けて借りた者が施設改修を行って使用可能とすること

の検討

方 法 内 容 可否

現条例の中で､
行政財産として
使用許可

➣通常の行政財産使用許可での対応
・借りた者が形状を変えるような大規模改修と完全原状復帰
の使用は考えていない。
・公の施設として市民の利用に供する施設目的に合わない。

否

➣目的外使用により許可する場合
・現在スパイラルは製氷を中止しており、市が使用許可しても
支障がない。
・原状回復を原則とし、借りた者の大規模施設改修は可能

可

行政財産の目的外使用許可によって使用可能と判断

３ 覚書の主要事項（札幌市と協議後） ４



１ 前提条件
(１) 札幌市が行う２０３０年冬季オリンピック大会招致段階において、本市のそり

競技施設であるスパイラルを使用するにあたっての現時点での基本的事項
を覚書として札幌市と締結するもの

(２) 行政財産目的外使用で許可する上での条件を定める。

２ 覚書に定める主な事項
(１) 長野市は、冬季オリンピック開催地として札幌市に協力する方針を示す。

・２０３０年冬季オリンピック開催に向けた招致活動の展開への協力

・開催決定後の組織委員会の大会運営の円滑な推進への協力

・組織委員会に対し、２０３０年冬季オリンピックそり競技会場としてスパイラ

ルの使用を許可する。

(２) 許可条件
・使用期間は、施設整備等に要する期間、オリンピック開催期間及び開催後の

施設撤去期間を考慮し、組織委員会の申請期間とする。
・使用料については、協議の上、定める。
・２０３０年冬季オリンピックそり競技に向けた施設整備及び稼働に係る

経費は組織委員会が負担し、長野市は原則負担しない。
・使用期間満了後は、組織委員会の責任において原状回復することを原則と

する。但し、長野市が撤去不要と認めた場合は原状回復しないことは可能
・使用期間中は、組織委員会において施設の適正な維持管理を行う。

３ 覚書の主要事項（札幌市と協議後） ５



３ 覚書の主要事項（札幌市と協議後） ６

(３) 覚書締結後の変更への対応

・施設整備や撤去経費等については、今後の国内のそり競技施設の在り方が

大きく影響することから、札幌市と協力して、国、ＪＯＣ及びＮＦ等

と協議を進め、その協議結果に応じて変更することができる。

・覚書に示す組織委員会が、まだ設立していないことから、覚書に規定した

組織委員会が担う役割を円滑に遂行するよう、札幌市は、組織委員会と

責任を持って協議・調整を行うこととする。

(４) その他

・２０３０年冬季オリンピック大会の開催決定後、スパイラルの使用にあたって

の詳細については、本覚書を基に、札幌市・長野市・組織委員会とで別途

定める。


